
今
年
の
人
事
院
勧
告
の

最
大
の
焦
点
は
「
給
与
制

度
の
総
合
的
見
直
し
」
に

よ
る
、
民
間
賃
金
水
準
の

低
い
１
２
県
の
官
民
較
差

を
基
準
と
し
た
「
俸
給
水

準
の
引
き
下
げ
」
や
、
そ

れ
ら
に
よ
っ
て
生
じ
た
原

資
を
も
と
に
、
最
大
２
０

％
も
の
賃
金
格
差
を
生
む

地
域
手
当
の
見
直
し
、
そ

し
て
、
単
純
な
年
齢
比
較

に
よ
る
５
５
歳
超
職
員
の

５
％
以
上
の
賃
金
引
き
下

げ
問
題
で
し
た
。

ユ
ニ
オ
ン
は
、
こ
れ
ら

の
問
題
に
対
し
て

私
た
ち
の
賃
金
を
決
め

る
に
当
た
っ
て
、
賃
金
の

低
い
１
２
県
の
水
準
に
合

わ
せ
る
必
要
性
や
法
的
根

拠
が
全
く
説
明
で
き
て
い

な
い
こ
と
や
、
同
じ
職
務

・
職
責
で
も
勤
務
地
に
よ

り
最
大
２
０
％
の
賃
金
格

差
が
生
じ
る
こ
と
の
不
合

理
性
や
こ
の
こ
と
が
及
ぼ

す
人
事
異
動
へ
の
悪
影
響

は
計
り
知
れ
な
い
こ
と
。

そ
し
て
、
再
三
に
わ
た

っ
て
５
５
歳
超
職
員
の
今

回
の
人
事
院
の
官
民
比
較

に
つ
い
て
、
公
務
の
職
場

で
は
、
年
齢
や
経
験
年
数

と
共
に
職
務
・
職
責
が
上

が
り
、
そ
の
一
方
民
間
の

場
合
は
、
一
定
の
年
齢
に

な
る
と
「
役
職
定
年
」
や

子
会
社
な
ど
へ
の
出
向
が

あ
り
、
そ
の
役
職
・
職
責

が
下
が
る
の
が
一
般
的
で

あ
る
こ
と
を
指
摘
し
、
そ

の
後
、
人
事
院
が
持
ち
出

し
て
き
た
厚
労
省
の
「
賃

金
セ
ン
サ
ス
」
（
常
用
労
働

者
１
０
人
以
上
を
雇
用
す

る
事
業
所
を
対
象
）
も
民

間
の
５
５
歳
以
上
職
員
の

６
０
％
が
非
役
職
者
で
あ

り
、
こ
の
よ
う
な
「
賃
金

セ
ン
サ
ス
」
で
は
非
役
職

者
中
心
の
民
間
給
与
と
役

職
者
中
心
の
公
務
の
給
与

の
比
較
と
な
り
、
意
図
的

に
５
０
歳
代
後
半
層
の
職

員
の
給
与
を
引
き
下
げ
る

た
め
だ
け
に
考
え
出
し
た

詭
弁
で
あ
る
こ
と
を
追
及

し
て
き
ま
し
た
。

し
か
も
、
人
事
院
は
、

ユ
ニ
オ
ン
と
の
会
見
の
中

で
も
こ
の
こ
と
を
認
め
、

「
５
５
歳
超
職
員
の
民
間

で
の
管
理
職
員
の
デ
ー
タ

ー
が
少
な
く
比
較
は
厳
し

い
」
と
回
答
し
て
き
た
と

こ
ろ
で
す
。
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【２０１４年度人事院勧告】

法的根拠もなく説得力もない勧告
給与制度見直しを強行

人
事
院
は
７
日
、
政
府
と
国
会
に
対
し
て
、
一
般
職
国
家
公
務
員
の
給
与
等
に
関
す
る

勧
告
と
報
告
を
行
い
ま
し
た
。

そ
の
内
容
は
、
月
例
給
は
１
０
９
０
円
（
０
・
２
７
％
）
改
善
、
一
時
金
は
０
・
１

５
月
分
改
善
と
い
ず
れ
も
７
年
ぶ
り
に
引
き
上
げ
る
も
の
で
す
。
ま
た
、
ユ
ニ
オ
ン
が

結
成
時
よ
り
要
求
し
て
き
た｢

管
理
職
員
の
超
過
勤
務
手
当
支
給｣

要
求
に
つ
い
て
も
そ

の｢
支
給｣

が
勧
告
さ
れ
ま
し
た
。

月
例
給

０
，
２
７
％

１
０
９
０
円

一
時
金

０
．
１
５
ヶ
月

７
年
ぶ
り
の
改
善
勧
告

給与勧告の骨子 ＜２面に続く＞

＝ 本年の給与勧告のポイント ＝
① 民間給与との較差（０．２７％）を埋めるため、世代間の給与配分の観点か

ら若年層に重点を置きながら俸給表の水準を引上げ
② ボーナスを引上げ（０．１５月分）、勤務実績に応じた給与の推進のため勤

勉手当に配分

＝ 俸給表や諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直し ＝
① 地域の民間給与水準を踏まえて俸給表の水準を平均２％引下げ
② 地域手当の見直し（級地区分等の見直し、新データによる支給地域の指定見

直し
③ ５５歳超職員の最大４％程度引き下げ（俸給表の平均２％引下げを含む）
④ 管理職員の深夜勤務に｢管理職特別勤務手当の支給」

（本省６，０００円 地方出先３，０００円）
⑤ ５・６級に号俸を増設
⑥ 職務や勤務実績に応じた給与配分（広域異動手当、単身赴任手当の引上げ等）
＊ 平成２７年４月から３年間で実施。俸給引下げには３年間の経過措置。段階

的実施に必要な原資確保のため、平成２７年１月の昇給を１号俸抑制

人
事
院
自
ら
認
め
て
い
た

５
５
歳
超
職
員
の
官
民
比
較
は
厳
し
い



国
家
公
務
員
は
、
憲
法

の
要
請
に
も
と
づ
く
国
民

の
権
利
保
障
機
能
を
担
い
、

全
国
津
々
浦
々
で
斉
一
の

公
務
・
公
共
サ
ー
ビ
ス
を

展
開
し
て
い
ま
す
。
そ
の

た
め
給
与
に
つ
い
て
は
、

国
家
公
務
員
法
第
６
２
条

で
「
職
員
の
給
与
は
、
そ

の
官
職
の
職
務
と
責
任
に

応
じ
て
こ
れ
を
な
す
」
と

給
与
の
根
本
基
準
と
し
て

「
職
務
給
の
原
則
」
が
定

め
ら
れ
て
い
ま
す
。

今
回
の
「
見
直
し
」
に

よ
る
勧
告
は
、
「
職
務
給
の

原
則
」
や
地
域
経
済
へ
の

影
響
を
度
外
視
し
て
、
地

域
の
民
間
賃
金
の
水
準
に

公
務
員
賃
金
を
合
わ
せ
て

地
域
間
の
賃
金
格
差
を
拡

大
し
、
職
務
を
考
慮
し
な

い
偏
っ
た
デ
ー
タ
と
の
比

較
に
よ
っ
て
高
年
齢
層
職

員
の
給
与
を
引
き
下
げ
る

と
い
う
も
の
で
す
。

ユ
ニ
オ
ン
は
、
こ
う
し

た
人
事
院
の
動
き
は
、
「
国

家
公
務
員
・
地
方
公
務
員

・
民
間
労
働
者
の
賃
下
げ

競
争
」
を
促
進
す
る
だ
け

で
あ
り
、
結
局
は
、
全
て

の
労
働
者
の
賃
下
げ
に
つ

な
が
り
、
そ
の
お
先
棒
を

人
事
院
が
担
ぐ
こ
と
は｢

代

償
機
関｣

と
し
て
の
役
割
を

放
棄
す
る
こ
と
に
な
る
こ

と
も
指
摘
を
し
て
き
た
と

こ
ろ
で
す
。

一
方
、
５
５
歳
超
職
員

の
大
幅
な
賃
金
引
き
下
げ

幅
を
縮
小
さ
せ
た
こ
と
や

５
・
６

級
の
号
俸
延
長
を

認
め
さ
せ
た
こ
と
。
ま
た
、

ユ
ニ
オ
ン
結
成
以
来
の｢

管

理
職
員
に
も
超
過
勤
務
手

当
を
」
の
要
求
が｢

管
理
職

特
別
勤
務
手
当｣

で
あ
る
こ

と
や
対
象
が
「
午
前
０
時

か
ら
５
時
ま
で
の
勤
務
」

｢

本
省
と
地
方
出
先
機
関
の

支
給
額
に
差
を
つ
け
る｣

な

ど
の
今
後
の
改
善
点
は
あ

る
も
の
の
、
要
求
を
前
進

さ
せ
た
こ
と
、
そ
し
て
、

現
給
保
障
の
経
過
措
置
を

設
け
さ
せ
た
こ
と
な
ど
の

前
進
面
も
築
い
て
い
ま
す
。

こ
れ
ら
の
前
進
は
、
全

国
の
人
事
院
地
方
事
務
局

に
も
各
支
部
か
ら
「
再
任

用
制
度
の
問
題
点
の
解
消
」

や
「
管
理
職
員
の
超
勤
支

給
」
や｢

給
与
制
度
の
総
合

的
見
直
し｣

反
対
の
要
請
を

行
い
、
前
期
・
後
期
に
わ

た
る
二
度
の｢

反
対
署
名｣

を
取
り
組
み
３
５
０
０
筆

の
署
名
を
提
出
す
る
な
ど
、

粘
り
強
い
運
動
の
結
果
で

あ
る
と
い
え
ま
す
。

特
に｢

超
勤
手
当｣

に
代

わ
る
も
の
で
す
が｢

管
理
職

員
特
別
勤
務
手
当｣

と
し

て
、
新
た
に
管
理
職
員
の

深
夜
勤
務
手
当
を
勝
ち
取

っ
た
こ
と
は
、
全
国
の
仲

間
の
粘
り
強
い
運
動
の
積

み
重
ね
が
あ
っ
て
の
到
達

点
と
い
え
ま
す
。

地
理
支
部
人
事
院
交
渉

近
畿
支
部
人
事
院
交
渉

＜ボーナス＞
民間の支給割合に見合うよう引上げ　3.95月　→　4.10月分
勤務実績に応じた給与を推進するため引上げ分を勤勉手当に配分
（一般の職員の場合の支給月数）

  26年度　 期末手当
勤勉手当

27年度 期末手当     1.225月     1.375月
   以降 勤勉手当     0.75 月     0.75 月

［実施時期等］
・月例級：俸給表、初任給調整手当及び通勤手当は平成26年４月１日
　　　　　寒冷地手当は27年４月１日（所要の経過措置）
・ボーナス：法律の公布日

６月期 12月期
1.225月（支給済み）
0.675月（支給済み）

1.375月（改定なし）
    0.825月（現行0.675月）

５
５
歳
超
職
員
は
最
大
４
％
（
２
％
引
き
下
げ
含
む
）
下
げ

全
体
が
３
年
間
の
経
過
措
置

提出数

224
213
69
237
390
111
410
513
125

2292
1208

見直し反対署名

後期署名合計

人事院交渉日

前期署名合計

7月3日
7月16日
7月4日
7月29日
7月14日
7月18日

7月16日
7月14日
7月31日

管
理
職
員
の
深
夜
勤
務
手
当
を
支
給

全
国
の
仲
間
の
粘
り
強
い
運
動
の
成
果

本
省
・
地
方
出
先
に
差

支
給
対
象
に
制
限
な
ど
の
問
題
も


